
経済新生対策 9／19へ－ン

規制緩和推進3か年計画における各項目については、その実施や検討を可能な限り前倒
しする。

基準認証等については、製品安全等一部の制度においては既に国際的な相互承認への対
応や自己確認・自主保安を基本とした制度へ移行させるための法律改正がなされている
が、その他の制度についても、国が関与する範囲の必要最小限化、自己責任原則への移
行、国際整合化等の観点から、早急に見直しを行い、必要な法令改正等の措置を講ずる。

（2）成長分野における規制緩和・制度改革

インタqネットとの接続に関し、新規事業者がMDF（主配線盤）接続により、DSL
（デジタル加入者回線）サービスを競争的環境下で提供できるようNTTアクセス網のオ
ープン化を推進する。このための新たな接続ルールを平成12年度中を目途に策定するこ
とにより、インターネット通信料金の低廉な定額料金制の導入を促進する。

（3）事業活動の基盤に係る規制緩和・制度改革

1）中小企業を中心とした事業者の事業再建を迅速かつ柔軟に行えるようにするため、再
建型の倒産手続の一般法としての民事再生法案の成立を期する。

2）会社の資産・負債を複数の会社に分割し、企業がその経営資源を効率的に活用できる
ようにするため、次期通常国会において会社分割制度に係る法案を提出する。

3）企業会計に関して、国際的調和の観点も踏まえた一連の会計基準の変更（注）を着実
に実施する。また、このような新しい会計基準への円滑な移行に関連する諸制度の整備を
行う。

（注）新しい会計基準移行のスケジュール

・連結財務諸表作成に際し従来の持ち株基準に代え実質的な支配基準・影響力基準を導入
し、対象子会社・関連会社の範囲を拡大（平成11年4月以後開始する事業年度より適
用）

・税効果会計を連結財務諸表に加え個別財務諸表にも導入（同上）

・金融商品、年金資産・負債の時価評価等の導入（平成12年4月以後開始する事業年度
より適用予定）

4）港湾運送事業の効率化と日曜・夜間荷役の推進等による港湾運送サービスの向上を図
るため、京浜港等9港における港湾運送事業について、需給調整規制の廃止や料金認可制
から届出制への移行等を平成12年内に行う法案を次期通常国会に提出するとともに、港
湾運送事業者の集約・協業化を推進する。

4．雇用対策

（1）中小企業の創業支援等による雇用創出・安定対策

1‘）地域の特性等を活かして、新たに労働者を雇い入れ良好で魅力的な雇用機会の創出を
行う先導的な中小企業に対し、人材開発・労務管理等を支援するため、中小企業地域雇用
創出特別奨励金（仮称）（510億円）を創設する。

2）人材の確保、円滑な移動の促進、雇用管理の支援等新規・成長分野の事業所、求職者
に対する総合的支援を行うため、新規・成長分野人材サービスセンター（仮称）を全国主
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要都市に設置する。

3）中小企業の個々具体的な人材ニーズに応じ、その発展を担う人材育成を専修学校等を
活用しつつ推進する。

4）NPO等を含め、介護分野での雇用機会の創出を図るため、介護労働者法改正秦を次
期通常国会に提出する。

5）大規模なリストラの実施により、大きな影響を受ける地域における雇用創出を図るた
め、特定地域・下請企業離職者雇用創出奨励金（仮称）（321億円）を創設する。

6）就職環境の厳しい新卒者をはじめとした若年者及び障害者の就職支援対策を強化する
ため、大学・高校新卒者や若年早期離転職者等を対象とした就職面接会や相談コーナーの
設置、経営者団体と連携して障害者のトライアル雇用などを実施する「障害者緊急雇用安
定プロジェクト」を行う。

7）外国人観光客の訪日の促進等により国内観光需要を早急に拡大するとともに、観光産
業における良質なパート労働力の育成を促進し、雇用創出を図る。

（2）r21世紀人材立国計画」の推進等

1）産学官の連携により、各人・各企業のニーズに応じた人材育成のためのツール開発、
教育訓練の斡旋を行うシステムの先導的構築を行うとともに、特に、新規事業展開を担う
人材育成を図る中小企業や高齢起業者に対し特別の支援を行う「21世紀人材立国計画」
を推進する。

2）改正労働基準法による新裁量労働制に基づき、創適性豊かな人材がその能力を存分に
発揮しうる主体的な働き方ができるよう条件整備を行う。

（3）早期再就職の促進とセイフティ・ネットの確立

1）労働力需給調整機能の強化を図るため、改正職業安定法、改正労働者派遣法の円滑か
つ効果的な施行、公共職業安定所のインターネットによる情報提供等を行う。

孟左悪霊票翌夏雷雲鑑雷冨芸讐監書芸誓に、労働者の就職を‾層促進するため、●

3）中高年齢者の雇用環境の深刻化に的確に対応して、再就職の援助を行うとともに、6
5歳までの雇用の確保を図るため、高年齢者雇用安定法改正案を次期通常国会に提出す
る。

（4）安心して働けるゆとりある勤労者生活の実現

1）ゆとりある勤労者生活の実現、家庭と地域の連携強化等により少子・高齢化社会に適
切に対応するため、長期休暇制度の早期実現に向けて、有識者、労使代表等からなる長期
休暇制度と家庭生活の在り方に関する国民会議（仮称）を開催し、国民的な運動を展開す
るとともに、調査研究を行う。

2）勤労者財形持家融資制度の積極的活用を図ることにより、勤労者の住宅投資を促進す
る。

5．少子化・高齢化対策等、年金改革
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（1）介護対策

1）介護保険法の円滑な実施のため、制度導入当初の半年間（平成12年4月から9月ま
で）について、高齢者の保険料を徴収しないことができるよう財政措置を講ずる。さら
に、平成12年10月からの1年間について、高齢者の保険料の1／2を軽減するほか、
平成11年度以降の準備経費等の「部に充てることができるよう財政措置を講ずる。

2）第2号被保険者の負担については、介護保険法の施行に伴う医療保険者の負担のう
ち、すでに老人医療で負担している分を除いた負担増の1年分について、全体として、新
たな負担増をおさえることとし、このため個々の保険者の財政状況等をくみ取りつつ、国
が医療保険者に対し財政支援措置を講ずる。

3）介護保険法の円滑な実施のため、介護関連施設の整備促進等の措置を講ずる。

4）在宅介護サービスについては、現行制度でも民間企業等の参入が可能となっている
が、介護サービス利用の際の選択の自由度を一層高めるため、介護保険法の円滑な実施に
向けて、多様な事業主体の参入を促進する。

●（2）少子化●高齢化対策等
1）平成13年度までに高齢者の作業適性に関する調査を実施し、将来の勤務・作業形
態、高齢者対応機器等のあるべき姿を解明する大規模な調査研究を行い、高齢者の雇用・
就労を可能とする経済社会の実現を目指す。

2）子育て支援を推進するため、保育所等の整備を進めるとともに、子育て支援サービス
に関する情報の流通システムの構築による情報提供を行う。

3）平成11年度に公営住宅へのエレベーター設置等少子・高齢化に対応した良質な公共
賃貸住宅3万戸の追加を図る。

4）少子・高齢化に対応した医療提供体制整備及び保健衛生対策を実施するとともに、障
害者プランに基づく関係施策等を推進する。

（3）年金改革

●る：
年金制度については、国民の将来に対する不安を払拭するため、以下の改革を実施す

1）将来世代の過重な負担を防ぎ碓実な給付を約束するため、年金改革関連法案につい
て、その一日も早い成立に向けて取り組む。

2）老後における所得確保を図るため、確定給付型の企業年金等に加え、新たな選択肢と
して、自己責任を原則とする確定拠出型年金の平成12年度からの導入を目指す。

3）企業年金の統一的基準を定める企業年金法の制定の検討等、包括的な企業年金制度の
整備を促進する。

ll．21世紀の新たな発展基盤の整備

日本経済を新生させる21世紀の新たな発展基盤を築くため、生活基盤、基幹的なネッ
トワークインフラ等を戦略的、重点的に整備する。また、地域経済の動向にも十分配慮し
つつ、地域の活性化に役立つ社会資本整備を進めるとともに、災害対策を推進する。
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公共事業については、近年、費用対効果分析を含む新規事業採択時評価や再評価を導入
したところであるが、引き続きその着実な実施と適切な情報の開示に努め、効率性や透明
性の一層の向上を図る。さらに事後評価については、本格的な導入に向けて平成11年度
に試行に着手する。また、透明性の確保と行政コストを分析するための手法等について調
査研究を行う。また、民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して効率的・効果的に
社会資本整備を行うため、PFl（V日日を積極的に推進する。

1．21世紀に向けた生活基盤の整備・充実

（1）都市・地域基盤の再構築

1）「歩いて暮らせる街づくり」構想の推進

少子・高齢社会にふさわしい安全・安心でゆとりのある暮らしを実現するためには、通
常の生活者が暮らしに必要な用を足せる施設が混在する街、自宅から街中まで連続したバ
リアフリー空間が確保された夜間も明るく安全な歩行者、自転車中心の街、幅広い世代の
住民からなる街、住民主役の永続性のある街づくりが重要となる。このため、「歩いて暮
らせる街づくり」構想を積極的に推進することとし、全国10カ所程度の地区においてモ
デルプロジェクトを実施すべく、平成11年度中に対象自治体を選定する。

2）電線地中化3000kmプロジェクト、街灯設置5000基プロジェクト

都市景観の向上、都市災害の防止等の観点から、電線類地中化約3000kmを平成1
5年度までに実施する。また美しい街並みの形成及び安全な道路交通環境を実現するた
め、主要都市の市街地等に平成11年度中に街灯約5000基を設壷する。

′

3）都市内の遊休地を活用し、市街地開発事業等により都市基盤を総合的・集中的に整備
することにより、国際競争力を備えた都市を戦略的に再構築する。都心居住の推進、密集
市街地における老朽住宅の共同建替え等を推進し、良好な住宅市街地の整備を図る。

4）既存住宅の積極的な改装・活用

バリアフリー化、耐震化等住空間の質的向上に資する既存住宅の積極的改善を推進し、
リフォ丁ム投資を促進する。

5）田園空間等の形成

暮らしやすく自然豊かな田園・森林・漁村空間を形成し、都市住民の利用にも供するた
めの伝統的な景観の復元や住環境を形成するための整備を行うとともに、定年帰農への支
援、菜園併設型の緑住空間の形成等により地域の活性化を推進する。

（2）総合的な渋滞対策

1）渋滞ボトルネック100箇所の重点的解消

主要都市の交通体系のボトルネック解消のために、すでに事業実施中の箇所のうち全国で
約100箇所について、平成12年度までに事業を完了し、都市環境の改善と都市内にお
ける移動時間の短縮を図る。また、ボトルネックとなっている踏切を解消するため、連続
立体交差事業等を推進する。

2）3大都市圏における構造的な渋滞解消を図るため、通過交通の都心部への流入を抑制
する効果の高い環状道路に重点投資を行う。また、都市鉄道の整備等都市内公共交通機関
の整備を積極的に進める。

http：／／www5．cao．gojp／99／b／19991111bqtaisaku．html 2008／05／20



経済新生対策 13／19ページ

（3）弱者にやさしい街づくり

あらゆる人に利用しやすい生活空間を実現するため、公共施設、公共交通機関、歩道等
におけるバリアフリー化等について所要の措置を講じる。原則として、段差が5m以上あ
り、かつ、1日の乗降客数5000人以上の鉄道駅について、平成22年までにエレベー
ター・エスカレーターを整備することを目標とする。

2．基幹ネットワークインフラの整備

（1）高速交通体系の整備とETC（ix）設置目標の引上げ

人・物の交流をより効率的で安全なものにするための高速交通ネットワークの整備を図
る。多様なITS（x）のサービスを支えるスマートウェイ（x日の本格的整備に向け、ETC
について、平成14年度までに全国約900箇所で導入という整備目標を設定する。

（2）情報通信ネットワークの高速・大容量化

1）今後の日本全土の情報流通を想定し、情報通信網等の情報通信基盤のあり方等につい

●て平成11年度を目途に21世紀への架け橋となる情報通信ビジョンを策定する0

2）研究開発用ギガビットネットワーク（x川を活用した超高速ネットワークの利用技術の
研究開発を一層推進するとともに、既に構築されている幹線系ネットワークについて、さ
らなる高速・大容量化を推進するため、テラビット（xiHに関する基礎・応用研究に加え、
平成12年度よりぺタビット（x同通信技術の基礎研究を開始する。また、加入者系（xiiり
光ファイバー網については、民間主体原則の下、平成13年度末で全国の約50％の地域
がカバーされる見込みであり、平成17年度を目途に全国整備が実現できるよう努力す
る。

3）民間主導の情報通信ネットワーク整備に要する時間の短縮とコストの削減に資するよ
う、公共施設管理用等の光ファイバー網及びその収容空間（情報BOX（xiv）等）の民間事
業者等による活用のための環境整備を積極的に推進する。

（3）国際拠点インフラの整備とアクセス強化

三大都市圏における拠点空港、港湾等競争力の高い国際拠点を整備する。また、国際拠

●点へのアクセス強化を進める。

3．情報化の飛躍的推進

（1）教育の情報化

1）平成13年度までに、全ての公立小中高等学校等がインターネットに接続でき、すべ
ての公立学校教員がコンピュータの活用能力を身につけられるようにする。平成14年度
には、我が国の教育の情報化の進展状況を、国際的な水準の視点から総合的に点検すると
ともに、その成果を国民に周知するため、国内外の子供たちの幅広い参加による、インタ
ーネットを活用したフェスティバルを開催する。

一平成17年度を目標に、全ての小中高等学校等からインターネットにアクセスでき、全
ての学級のあらゆる授業において教員及び生徒がコンピュータを活用できる環境を整備す
る。

2）教員養成課程を有する全ての大学において、平成12年度からコンピュータの操作に
関する科目を必修とする。
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（2）地域の情報化

1）地域内及び地域間の教育、行政、福祉、医療、防災等における情報網の高度化を図る
ため、地域の高速LAN整備等を促進するとともに、地域の創意工夫に基づくインターネ
ット等の情報通信のソフト面及びハード面の利用環境の向上に資する事業を推進する。

2）地域に密着した情報通信メディアであるケーブルテレビ網の整備を促進する。

3）文化等の便益を享受でき、定住性の高い農山漁村生活を実現するとともに、農林漁業
生産を核とする多彩なアグリビジネスを創出するため、未来型の高度情報化農村システム
の開発を推進するとともに、高度情報基盤の整備を図る。

（3）電子政府の実現

1）平成15年度までに、民間から政府、政府から民間への行政手続をインターネットを
利用しペーパーレスで行える電子政府の基盤を構築する。具体的な電子申請システムの構
築に当たっては、必要な規制緩和、制度改革との同時実施を目指す。

2）国税の電子申告については、必要な実験を行うなど、その実現に向けての基盤の整備
を推進する。

3）輸出入及び港湾諸手続きについては、ペーパーレス化、ワンストップサービスの早期
の実現を目指す。

4）郵便局等のワンストップ行政サービスステーション化を推進する。

く4）電子商取引の法整備等

1）インターネットを活用した電子商取引等を促進するために、相手方を碓記する電子認
証業務の健全な発展を促すとともに、電子署名が少なくとも手書きの署名や押印と同等に
通用する法的基盤を整備するため、電子認証業務に関する法整備を行う。

2）インターネット上の個人情報保護の確保、情報セキュリティ技術の開発等を推進し、
情報通信ネットワークの信頼性の向上を図る。

3）地理情報システム（GI S）（xv）について、官民が協力して幅広い実証実験を実施
し、データの利活用に関する技術開発等を行い、平成15年度以降、全国レベルでGI S
の効率的整備及び相互利用を行えるようにする。

4）新たな市場創出に結びつく創造的な情報通信技術・システムの開発や、それを活用し
たサービス開発に取り組むベンチャー企業、SOHO（xvi）等に対する支援を行う。

′

4．環境への負荷の少ない経済社会構築のための環境整備

（1）循環型社会形成のための基礎調査・研究の推進

平成13年度までに、大量生産・大量消費・大量廃棄型の現行の経済社会システムを静
脈産業（循環型経済社会を支える産業）という新たな視点から見直すため、産業経済構
造、技術開発、技能普及、関連産業の育成等に関する大規模な調査研究を実施する。

（2）廃棄物処理・リサイクルの推進、ダイオキシン対策の推進

1）廃棄物処理・リサイクルの推進
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廃棄物処理・リサイクル施設の整備を推進し、リサイクルの推進、優良な産業廃棄物処
理業者の育成を図るとともに、次期通常国会に所要の法律案を提出する。

2）ダイオキシン対策の着実な推進

ダイオキシン対策推進基本指針に基づき、必要な諸対策に取り組み、平成14年度まで
に全国のダイオキシン艶の排出総量を平成9年比で約9割削減する。

5．国民の軍全対策

（1）安全な街づくり

1）震災・風水害に対応できる災害に弓削＼国土を形成するため、平成15年度までに浸水
常襲地区（約350河川）の水害対策や平成14年度までに土砂災害の発生した危険箇所
（約3000箇所）の解消対策等の防災対策を推進する。

2）地震災害等に対し大都市の既成市街地における構造的な防災機能の強化を図るため、
避難地・防災活動拠点となる防災公園と周辺市街地の一体的な整備等を推進する。

（2）コンクリート構造物の安全対策

最近のトンネルにおけるコンクリート片の落下事故等を教訓とし、鉄道、道路等のコン
クリート構造物に対する安全性・信頼性を向上させるため、必要な箇所に補修等の対策を
講じるとともに、検査・維持・管理技術の高度化を図る。

（3）原子力防災・安全対策

東海村ウラン加工施設事故にかんがみ、初期動作の迅速化や国と地方自治体の有機的連
携の強化等を図るための「原子力災害対策特別措置法案（仮称）」及び加工事業に係る定
期検査の追加等を行うための原子炉等規制法改正法案を今臨時国会に提出すること等によ
り、原子力防災や安全規制について、国や地方公共団体の体制整備を図る。

6．アジア対策

経済危機を脱却し回復過程に入りつつあるアジア諸国の中長期的な経済再生の基盤強化
としての人造り・国造りを支援するため、産業人材育成を目的とした専門家派遣等、及
び、将来の指導者層への投資としての留学生受入等の人的交流を拡充する。

また、アジア経済への積極的貢献を引き続き行うため、アジア諸国等の経済構造改革支
援のための特別円借款について、対象国及び対象分野の拡大につき検討する。

さらに、国際開発金融機関と協力しつつ、国際協力銀行を通じたアジアの民間セクター
への投資による支援について検討を行う。

‖1．金融市場の活性化と不動産の証券化等

金融市場は、経済全体にとって言わば動脈とも言うべきものであり、資金の円滑な仲介
とリスクの適切な配分という金融市場が本来果たすべき役割を十分に発揮するよう、証券
市場の改革など金融市場の活性化のための諸施策を講じるとともに、不動産の証券化をは
じめとする資産の流動化等に取り組む。

1．金融市場の活性化
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（1）証券市場の改革・活性化

1）個人金融資産のより有利な運用の道を開くとともに、中小・ベンチャー企業や次代を
担う新規産業への円滑な資金供給を実現するため、店頭登録市場、未公開市場、取引所市
場に係る証券市場の抜本的、総合的改革（注）を着実に推進する。

（注）証券市場の改革

（店頭登録市場）登録基準の弾力的見直し、店頭登録企業の四半期毎のディスクロージャ
ー制度導入等

（未公開市場）インターネットを利用した気配公表システムの稼動、週一回以上への気配
公表頻度の増加等

（取引所市場）新興企業を対象とした新市場の創設、会社型投信等新商品に対応した上場
制度の構築等

2）決済期間の短縮等決済リスクの更なる低減、決済システムの効率化を図り、．安全で国
際的に通用するシステムを構築するため、取引の全過程を通じた電子化、CPのペーパー
レス化、社債等登録法等の関連法制の見直しを行う。

3）現在紙媒体で提出されている有価証券報告書等の開示書類の電子化について、必要な
システムの開発の推進等を行い、平成13年度からの導入を目指す。

（2）検査監督体制の強化等

1）　先端金融技術の活用によるモニタリングの向上、海外当局や国際監督権関との連携
強化を図るとともに、民間ノウハウを積極的に活用しつつ検査・監視・監督体制の強化を
図ることにより、金融機関の財務状況の把握の強化、市場ルールの遵守の徹底を行う。ま
た、信用組合の検査・監督事務の円滑な移管のため都道府県との連携強化を図る。

2）　破綻金融機関の預金者保護を図るため預金保険機構の特例業務勘定に交付した国債
について、その円滑な償還を碓保する。

2．不動産の証券化等

（1）不動産の証券化等

1）不動産の一層の流動化等を図り、金融イノベーションを促し、より多様で魅力的な商
品の組成を可能とするため、投資家保護の視点も踏まえ、S PC法（「特定日的会社によ
る特定資産の流動化に関する法律」）の改正法案を次期通常国会に提出するなど、諸制度
の整備を図る。

2）本年9月に創設された投資ファンド型（対象不動産変更型）不動産特定共同事業の活
用促進、不動産投資顧問業登録制度の創設、商品の共同売買市場の整備、最低出資額制限
の撤廃等を行う。

3）良質な賃貸住宅等の供給を促進する観点から定期借家権の導入に係る法案の早期成立
を図る。

（2）住宅金融対策

住宅投資の促進を図るため、住宅金融公庫の融資枠を10万戸追加し、65万戸とする
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とともに、生活空間倍増緊急融資の適用期間の延長等を行う。また、良好な住宅ストック
形成に資する融資制度の見直しや貸付債権の証券化等資金調達手法の多様化を図るため、
住宅金融公庫法の改正法案を次期通常国会に提出する。年金住宅融資について、融資限度
額の引上げ措置の延長等を行う。

3．日本銀行による金融政策の適切かつ機動的な運営

日本銀行においては、経済の回復を確実なものとするため、金融・為替市場の動向も注
視しつつ、豊富で弾力的な資金供給を行うなど、引き続き適切かつ機動的に金融政策を運
営するよう要請する。

IV．その他

1．税制

景気の本格的回復と新たな発展基盤の確立を目指す観点から、中小企業・ベンチャー企
業支援に資する措置、民間投資の促進に資する措置等、真に有効かつ適切な措置について
検討を行い、結論を得る。

●2．国債発行の多様化

国債の発行については、碓実かつ円滑な消化を図る観点から、市場のニーズを踏まえ、
国債の多様化を進めるとともに公社債市場の活性化を図るため、平成12年2月を目途に
5年利付国債を導入する。

3．2000年間題への対応

コンピュータ西暦2000年間題に的確に対応するため、引き続き事業者等に対してプ
ログラムの修正等の対応や、危機管理計画の策定を行うよう指導等を行う。また、万一の
事態に対応するため、中小企業向けの相談・支援体制の充実など必要な措置を講ずる。さ
らに、アジア・太平洋地域諸国において我が国の国際的リーダーシップを具体的に発揮す
るため、これらの諸国における不測の事態に対応できるよう、所要の措置を講ずる。

4．新千年紀記念行事

2001年を「ニュー・ミレニアム・ゲート・イヤー」と位置づけ、新しい世紀の技
●術、産業、国民生活の盛。上げを目指した祝祭行事を、2000年末から2001年にか
けて行う。

具体的には、地方公共団体と民間企業に参加を求めつつ、インターネットの全国普及と
全国各地の個性的な文化の振興を目指す。このため、広くアイディアの公募を行う。

（脚注）

i）小企業等経営改善資金融資制度

目）業績向上意欲を高めることなどを狙いに、経営者や従業員に一定の価格で自社株を
買い取る権利を与える制度

日日）新規産業・雇用の創出を強力に進めるため、中小企業の技術開発からその成果を
利用した事業化までの一貫した支援を行う制度（Small Bu si n e s s l n n
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O V a ti o n R e s e a r c hの略）

i v）遺伝情報を活用して個々人の特性に応じて行う医療

V）アレルギー反応を起こす物質の含まれていない状態

vi）人間の遺伝情報の総体

vii）イネの遺伝情報の総体

viii）P ri v a t e Fi n a n c e J ni ti a ti v e（民間の資金、ノウ
ハウを活用し、効率的・効果的に社会資本の整備を行おうとする手法）の略

i x）ノンストップ自動料金収受システム（有料道路の料金所で一旦停車することなく無
線通信を用いて自動的に料金の支払を行うシステム、El e c t r o ni c To H
CoIl e c ti o n S y s t emの略）

x）高度道路交通システム（最先端の情報通信技術等を用いて、人と道路と車両とを一体
のシステムとして構築する新しい道路交通システムの総称、I n t e HJ ge n t T
r a n s p o r t S y s t emsの略）

xi）最先端のiTS技術を統合して組み込み、安全性、円滑性などに優れた、高度な道
路交通の受け皿となる道路

xii）通信システムの容量の大きさを示し、1ギガビットは10億ビットに相当し、ギ
ガの1000倍がテラ、その1000倍がぺ夕

X Hi）都市部を結ぶ通信網を琴線系といい、家庭やオフィスと電話局を結ぶ通信網を
加入者系という

Xi v）道路管理用光ファイバーを収容するために道路の地下に設置する構造物であり、
空間に余裕がある場合には、民間通信事業者も単独で埋設する場合に比べ低コストで利用
可能

岩誓禦禁票豊●豊禦霊吾霊彗讐禁莞転用するシ　●
X Vi）SmaJl　0f fi c e Home Of fi c e（情報通信を活用して自宅
または小規模オフィスで仕事をする自営業者）の略
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薗套資本整備

（1滴最効率化牒車力建値

（幻生活基盤充実

由備報通鮮科学技術振興等経済発展基盤強化

坤少子高藤掛倒青・環境
I

的緊急壷全紡災

禍史書復旧

印嘩貴事案の契約前倒し

中小企業等金融対策

住宅金融封賃

雇用対策

金融システム安定化対策

6．8兆円程度

1．1兆詩壇産

1．2兆円程度

1．2兆円程度

1．1兆円程度

田儀円程度‾

0．7兆円程度

駄6兆円程度

19／19へ－ン′

3．5兆P

7．4兆円程度　　0．7兆円

邑0兆円程度　　0．2兆円若

1月兆円程度　　0．3兆円若

0耳兆円若

17兆円程度∴了5濾兆円裾

介護対策　　　　　　　　　　　　舶兆円程度　　錮兆円裾
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